
（〒514－8611）

津市西丸之内２３番１号

氏　　名 津市　太郎
電　　話　059-229-3187

※自署又は記名押印

１　交付申請額 円

３　関係書類

４　添付書類

　（１）対象住宅の所有者であることが確認できるもの

　（２）木造住宅耐震診断報告書(判定書含)若しくは容易な耐震診断調査票(写真含)

　（３）除却に要する費用の見積書等の写し

　（４）その他市長が必要と認めるもの

　（５）補助金代理請求及び受領予定届出書

　 ※（２）,（４）については、市長が不要と判断する場合は、添付する必要はない

　 ※（５）については、補助金の請求及び受領を工事業者に委任する予定の場合

    裏面記載のとおり

 　※（１）については、木造住宅耐震診断報告書を添付する場合、受診者と申請者が同じ場合

　　　は、添付する必要はない

　　　　の原本又は写し

    木造住宅の地震に対する安全性の向上を図ることにより、地震に強いまちづくり

    につながる

    事業計画概要及び収支予算書　　

２　補助事業の目的及び効果

第１号様式

令和８年度　木造住宅除却事業補助金交付申請書

　（あて先）津市長　　

住　　所

　令和８年度において津市木造住宅除却事業を実施したいので、津市補助金等交付規
則第３条の規定により、木造住宅除却事業補助金の交付について、次のとおり関係書
類を添えて申請します。
　なお、各種法令を遵守し、適正に事業を実施する旨、申し添えます。

令和○年○○月○○日

４００，０００

記入例

自署又は記名押印が

必要です。



　津市西丸之内２３－１

㎡

円

円

円

申 請 者 　津市　太郎
※自署又は記名押印

申 請 者

※自署又は記名押印

階 数 ２階 延べ床面積

耐 震 診 断 の 評 点

　私のみが所有権等を有していることに間違いありません。

123.45

400,000

＜対象住宅の所有権等を有する者が複数名いる場合＞

　木造住宅除却事業補助金交付申請書を提出するにあたり、所有権等を有する全て

の者から、対象住宅を除却することについて同意を得ています。

＜対象住宅の所有権等を有する者が申請者のみの場合＞

合　　　　計 1,800,000 400,000 合　　　　計 1,800,000

補助金 400,000 400,000

円

自己資金 1,400,000 総工事費 1,800,000 400,000

円 円 円

 ※・(ｂ)の額が40万円を超える場合は、40万円とする。
　 ・(ｂ)、(c)の額の算出については、その額に1,000円未満の端数が
 　 生じたときは、これを切り捨てた額とする。

収 入 の 部 支 出 の 部

項目及び内容 金　　額
市 費
充 当 額

項目及び内容 金　　額
市 費
充 当 額

事

業

計

画

概

要

対
象
住
宅
の
概
要

住 宅 の 所 在 地

住 宅 の 種 類 専用住宅(　　　　)・併用住宅･共同住宅･長屋住宅

建 築 年 月 日 　昭和４６年４月

除
却
工
事
概
要

除 却 工 事 予 定 期 間 令和○年○月○○日 ～ 令和○年○月○○日

(a) 除 却 工 事 に 要 す る 費 用 1,800,000

(c)※　　交　付　申　請　額 400,000

(b)※　＝　(a) × ２３％ 400,000

除
却
事
業
者
の
概
要

氏　　名 　○○○○建設株式会社　代表取締役　○○　○○

所 在 地 　三重県津市○○町＊＊-＊＊

建設業許可（解体工
事業登録）番号

三重県□大臣■知事(特・般－３）第○○○○○号
□建築一式
□土木一式
■解体工事

　　　　知事登録（登－　　　）第　－　　号

0.35 （容易な耐震診断調査票を提出する場合は、記入は不要）

令和８年度　津市木造住宅除却事業の事業計画概要及び収支予算書

千円未満切捨

木造住宅耐震診断報告書

（判定書）を見て記入してください。

※無い場合は、建物登記事項証明書

又は固定資産税課税明細書を見て

記入してください。

見積書を見て記入してください。

許可（登録）番号が見積書に、

書かれていない場合は、聞き

取って記入してください。

見積書の補助対象工事費を

記入してください。

申請日より１０日以後

見積書の補助対象工事費を

記入してください。

所有者が複数人の場合

所有者がおひとりの場合

自署又は記名押印が必要です。


